















である」旨指摘されている。運輸法制研究会報告書（平成 25 年 12 月、商事
法務研究会）が、公表された。









信東京大学大学院教授（当時））によって、平成 27 年 3 月 11 日に、「商法（運
送・海商関係）等の改正に関する中間試案」が、決定され、「商法（運送・
海商関係）等の改正に関する中間試案の補足説明」も出された。この中間試
案については、平成 27 年 4 月 1 日から同年 5月 22 日まで、パブリック・コ
メントの手続が実施された⑴。その後、商法（運送・海商関係）部会第 18
回会議（平成 28 年 1 月 27 日開催）において、「商法（運送・海商関係）等

















治 31 年商法修正案 683 条・現行商法 849 条。なお、ロエスレル商法草案
913 条 12 号「質物登記簿ニ記入シタル要求但其記入日附ノ順序ニ従フ」・旧
商 849 条 12 号「船舶登記簿ニ登記シタル債権但其登記ノ日附ノ順序ニ従フ」
も参照）、船舶抵当による金融に支障となることは早くから指摘され、先取
特権の被担保債権を解釈論または立法論としてできるだけ制限しようとする
傾向にある（『商法修正案理由書』210 頁、212 頁（明治 31 年 7 月、第 4版、
博文館蔵版）など参照）。
26 年条約（1931 年 6 月 2 日発効）では、被担保債権を限定し、米国の制
度を参考に船舶抵当権に劣後する先取特権というカテゴリーを設けた（3条
2 項）。67 年条約（未発効）では、契約債権に先取特権を認めないという方
針で（4条 1 項（ⅳ）号）、さらに限定した。93 年条約は、 前の二つの条約
の批准状況が思わしくなかったので、できるだけ多数の国家の同意が得られ
る条約を作成するべく検討された（2004 年 9 月 5 日発効）。
1993 年条約は、10 か国目のNigeria が 2004 年 3 月 5 日に加盟し、その 6
か月後の 9月 5日に、同条約 19 条により発効している。Russian Federation
と Spain が加盟していることが注目され、2013 年 9 月 18 日段階で 17 か国
が加盟し、その後、2014 年 6 月 11 日に Congo が加盟し、加盟国は 18 か国
となっている（2016 年 8 月末現在）。
２）船舶先取特権を生ずべき債権
第一に、最大の論点は、いかなる債権に船舶先取特権が賦与されるかであ





①船舶・属具の競売費用と競売手続開始後の保存費用（商 842 条 1 号、26
年条約 2条 1号、67 年条約 11 条 2 項、93 年条約 12 条 2 項）。②最後の港に
おける船舶・属具の保存費（商 842 条 2 号、26 年条約 2条 1 号、67 年条約
11 条 2 項）。③水先案内料・挽船料（商 842 条 4 号）。水先案内料につき、
26 年条約 2条 1号、67 年条約 4条 1項（ⅱ）号、93 年条約 4条 1項（d）号。
条約は、挽船料については、認めない。④救助料・船舶の負担に属する共同
海損の債権（商 842 条 5 号、26 年条約 2条 3号、67 年条約 4条 1項（ⅴ）号。
救助料につき、93 年条約 4条 1項（c）号。共同海損分担請求権については、
93 年条約は、先取特権を認めない）。⑤航海の継続の必要によって生じた債









①航海に関して船舶に課した諸税（商 842 条 3 号、26 年条約 2 条 1 号）。
67 年条約 4条 1項（ⅱ）号、93 年条約 4条 1項（d）号は、水路の料金のみ、
認める。②雇用契約によって生じた船長・海員の債権（商 842 条 7 号、26




①船主責任制限法 95 条。67 年条約 4条 1項（ⅲ）号、93 年条約 4条 1項
（b）号は、船舶の利用に直接関連して生じた人の死傷に関する債権に先取
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特権を与える。67 年条約 4条 1 項（ⅳ）号は、財産的損害の場合は、契約
債権に先取特権を認めず、不法行為による債権にのみ先取特権を賦与する。
93 年条約 4条 1 項（e）号は、不法行為による財産的損害について、物理的
損害のみを対象として経済損失を含まないとし、順位を 67 年条約の 4位か
ら 5位に下げた。②船舶油濁損害賠償保障法 40 条。67 年条約は、明確に規
定していないが、油濁損害も人的損害や不法行為による物的損害に含めうる。
93 年条約 4条 2 項（a）号は、放射性物質から生じた損害などとともに油濁
から生じた債権に対しても先取特権を賦与しない。③国際海上物品運送法






商法 842 条・843 条・851 条、26 年条約 4条は、先取特権の目的については、
同様である。67 年条約は、船舶に限定し、属具と未収運賃には言及してい
ないが、国内法で属具と未収運賃に及ぼすことを禁じる趣旨ではないといわ
れる。93年条約 4条 1項もこれと同様である。消滅については、商法 847条、
26 年条約 9 条（ただし、2条 5 号の債権は 6カ月）、67 年条約 8 条 1 項は、
ほぼ同様に、1年の除斥期間を定める。93 年条約 9条も、同様であるが、1
年の期間の始期を船員の賃金債権などの場合のみ、船員保護の観点から改め












ホセ・マリーヤ・アルカンタラ氏（Partner, Abogados Marítimos y 

























諸行為と費用の、論理的な結果である。同 4条 1項（c）号・5条 2項
4． 船長、職員、およびその他の乗組員に支払うべき賃金のための債権。こ











のを除いて消滅した。同 5条 2項 4項
7． 港湾、運河その他の水路の料金および水先案内料に関する債権。これら
の債権に付与される優越性は、26 年条約（ランクにおいて第 1位）お


















































年 2 月 24 日に発効）。99 年条約は、荷主国対船主国、先進国対発展途上国
の対立も反映されたといわれており、基本的には渉外関係に適用されるルー
ルである（8条）。
1999 年条約は、10 カ国目のAlbania が 2011 年 3 月 14 日に加盟し、同条
約 14 条（1）項によりその 6か月後の 9月 14 日に発効している。2013 年 9
月 18 日段階で、加盟国数は 10 か国のままであったが、2014 年 6 月 11 日に
Congo が加盟し、11 か国となっている。Liberia と Spain が加盟しているこ





は、松山地今治支決平成 21 年 5 月 15 日判時 2074 号 81 頁→高松高決平成
21 年 7 月 31 日判時 2074 号 77 頁参照。瀬戸さやか・民執・民全百選第 2版
94 頁など参照）。この船舶国籍証書などの航行所要文書の引渡命令は、文書





115 条 4 項。ただし、5日後でも返還前に開始決定があれば、返還すべきで
はない）が、適時に競売申立てがあれば、執行官が保管中の航行所要文書は、
競売開始決定の付随処分たる取上提出命令（民執 114 条 1 項）を受けた執行
官を通じ執行裁判所に提出される（中野・執行法 360 頁・597 頁以下。浦野
雄幸「船舶競売の基本構造―船舶担保権の実行とArrest」三ヶ月古稀祝賀『民
事手続法学の革新下巻』227 頁以下（有斐閣、1991）も参照。これについては、
前記高松高決と同じ事実に基づく事件を扱う東京地決平成 21 年 5 月 18 日→











⑴  商法第 842 条第 1 号（競売費用及び競売手続開始後の保存費の船舶先取
特権）を削除するものとする。　　　 銀、弁＝賛成、？
⑵  商法第 842 条第 2 号（最後の港における保存費等の船舶先取特権）を削
除するものとする。　　　 銀、弁＝賛成、？

















主責任制限法」という。）第 95 条第 1項の船舶先取特権の被担保債権の範囲
から、同法第 2条第 5号に規定する人の損害に関する債権を削除するものと
する。 弁＝賛成、△




⑴  船舶先取特権を生ずる債権の順位に関する規律（商法第 842 条、船主責
任制限法第 95 条第 2項）を次のように改めるものとする。 
 　第 1 順位 船舶の運航に直接関連して生ずる人の生命又は身体の侵害に
よる損害に基づく債権（1⑸参照） ○
 　第 2 順位 救助料に係る債権、共同海損のため船舶が負担すべき金額に
係る債権（商法 842 条第 5号） ○（但し、共同海損につき、？）
 　第 3 順位 航海に関し船舶に課された諸税に係る債権、水先料又は曳船
料に係る債権（商法第 842 条第 3号、第 4号） ○
 　第 4 順位 航海継続の必要によって生じた債権（商法第 842 条第 6 号）
　 △
 　第 5 順位 船主責任制限法第 2条第 6号に規定する物の損害に関する債
権（同法第 95 条第 1項）　　　 弁＝賛成、△
（注）商法第 842 条第 7 号の船舶先取特権の順位については、1⑶の被担保
債権の範囲に関する改正の方向性が定まった後に、引き続き検討するものと
する。　　　 ○
⑵  船舶先取特権と船舶抵当権との優劣（商法第 849 条、船主責任制限法第
95 条第 3項）について、次のいずれかの案によるものとする。 船舶先取
特権と船舶抵当権とが競合する場合には、船舶先取特権は、 船舶抵当権
に優先する。 
　 【甲案】 ただし、⑴の第 5順位の船舶先取特権と船舶抵当権とが競合する
場合には、船舶抵当権は、当該船舶先取特権に優先する。　　
 パ＝複数の支持
　 【乙案】 ただし、⑴の第 4順位又は第 5順位の船舶先取特権と船舶抵当権
とが競合する場合には、船舶抵当権は、これらの船舶先取特権に














（注）この改正に伴い、商法第 843 条及び第 844 条第 3項を削除するとともに、
救助料に係る債権の船舶先取特権は、救助の時において生じていた他の船舶
先取特権に優先する旨の規律を設けるものとする。
 　商法 843 条につき△、商法 844 条 3項につき？
4　船舶賃貸借における民法上の先取特権の効力
船舶賃貸借の場合に船舶の利用について生じた先取特権が船舶所有者に対し
ても効力を生ずる旨の規律（商法第 704 条第 2項）について、次のいずれか
の案によるものとする。 









（1）海洋私法研究会「意見書」（平成 27年 3月 11 日）




























































61 頁（2015 年 1 月）は、船舶先取特権に関して、次のように述べている。
「船舶先取特権については、公示なくして船舶抵当権に優先する（商 849）
ため、これを広く認めることは船舶抵当権者の利益を害し、ひいて〔は〕船
舶所有者が金融を得ることを困難にする（最判昭和 59 年 3 月 27 日判時



























⑴  商法第 842 条第 1 号（競売費用及び競売手続開始後の保存費の船舶先取
特権）を削除するものとする。 
⑵  商法第 842 条第 2 号（最後の港における保存費等の船舶先取特権）を削
除するものとする。 




⑷  商法第 842 条の船舶先取特権に、船舶の運航に直接関連して生じた人の
生命又は身体の侵害による損害賠償請求権を加えるものとする。
 （注）この改正に伴い、船舶の所有者等の責任の制限に関する法律（以 
下「船主責任制限法」という。）第 95 条第 1項の船舶先取特権の被担保
債権の範囲から、同法第 2条第 1項第 5号に規定する人の損害に関する
債権を削除するものとする。 
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制限法第 95 条第 2項）を次のように改めるものとする。 
第 1 順位 船舶の運航に直接関連して生じた人の生命又は身体の侵害による
損害賠償請求権（1⑷参照） 
第 2 順位 救助料に係る債権、船舶の負担に属する共同海損の分担に基づく
債権（商法第 842 条第 5号） 
第 3 順位 航海に関し船舶に課された諸税に係る債権、水先料又は引き船料
に係る債権（商法第 842 条第 3号、第 4号） 
第4順位 航海を継続するために必要な費用に係る債権（商法第842 条第6号） 
第 5 順位 雇用契約によって生じた船長その他の船員の債権（商法第 842 条
第 7号） 
第 6 順位 船主責任制限法第 2条第 1項第 6号に規定する物の損害に関する





















































William Tetley, Maritime Liens and Claims, 2nd ed. 1992 at p.1211 et seq.
























 1967 年リーエン・モーゲージ条約は、第 9条で、譲渡と代位の双方に言
及している：







1993 年条約の第 10 条（1）項は、以前の第 9条と事実上同じである：
京女法学　第 11 号106













2 条（第 4条 3項のことであろう：筆者挿入）の下で、諸海上リーエンを
受ける「当該船舶の属具」や当該運賃に、保険金（insurance proceeds）を











Dans le transport d'une créance, d'un droit ou d'une action sur un tiers, la 
délivrance s'opère entre le cédant et le cessionnaire par la remise du titre.
船舶先取特権をめぐる諸問題（志津田） 107















































条（2）項（フランス）、ケベック民法 1655 条第 2 パラグラフ（ケベック）

















1693 条（フランス）；ケベック民法 1639 条（ケベック））。当該被代
位者は、自分が有する諸権利を与えるのみであり（民法 1249 条（フ





























































































Lanasa v.The Josephine Lanasa において、金銭が船員の賃金のために当該
船長に支払われたことを述べる 1レシートは、反対証明の欠如において、十
分な証拠であると考えられた。はるかに良い証明が、Re S.S.Norberto 
























864 ドルで 1つのボートに供給された 1ボートエンジンの、1ファイナンス
会社への 1売却契約の当該譲渡を含んでいた。なぜなら、当該ファイナンス














































































































































































険者の L/Gと交換に船舶を解放し、執行停止（民執 189 条・183 条）に際し、
請求債権全額の保証の提供（供託や、日本船主責任相互保険組合や銀行と支





































































336 頁、拙稿③ 146 頁参照）⒆。
船舶先取特権をめぐる諸問題（志津田） 123
注
⑴ 松井信憲「商事取引法の課題と展望」商事 2055 号 54 頁以下（2015）等参照。
⑵ 山下友信「商法（運送・海商関係）等の改正に関する要綱について」NBL1072 号 4
頁以下参照。
⑶ José María Alcántara, A Short Primer on the International Convention on Maritime 




⑸ 2016 年 10 月 25 日海洋私法研究会（代表世話人：千葉景子氏）において、「船舶先取
特権の現状と課題」という論題で講義をさせていただく機会を得た。
⑹ 小島孝「船舶先取特権・抵当権統一条約の改正の動きについて―万国海法会船舶先取




59 頁以下、特に 73 頁以下参照。この部分について、http://www.moj.go.jp/shigil/
shingi04900284.html「商法（運送・海商関係）等の改正に関する要綱案」（平成 28 年





⑼ 江頭憲治郎訳「1993 年海上先取特権及び抵当権に関する国際条約」海法会誌復刊 37
号 38 頁以下（1993）
⑽ 江頭憲治郎訳「1967 年 5 月 27 日にブラッセルで成立した海上先取特権及び抵当権に
関するある規則の統一のための国際条約の改正案」海法会誌復刊29号20頁以下（1985）
⑾ 小町谷操三『海商法要義上巻』316 頁以下（岩波書店、昭和 7）。なお、「保険契約」は、
policies of insurance の訳語として当てられたものであるが、「保険証券」と直訳する
方がよいかもしれない。
⑿ William Tetley, Maritime Liens and Claims, 2nd ed. 1992 at p.1211 et seq. の第 33 章
　譲渡、移転そして代位（Chapter 33　Assignment,Transfer and Subrogation）に、
全面的に負っている。なお、suburogated の用語については、たとえば、日本法令外
京女法学　第 11 号124
国語データベースシステムの信託法 50 条 1 項の日本語本文・英語訳参照。
⒀ Id.at pp.1216 et seq.
⒁ ケベック民法については、HTTP://LEGISQUEBEC.GOUV.QC.CA/EN/ 参照。なお、
大島俊之「ケベック民法典略史」神戸学院法学 34 巻 2 号 47 頁以下（2004）なども参照。
⒂ Tetley,supra note 12, at p.1217．なお、アメリカ法に関し、Black’s Law Dictionary 





























1 Dan B. Dobbs,Law of Remedies〔諸法的救済法〕§4．3（4）at 604（2d ed. 1993）
⒃ Tetley,supra note 12, at pp.1231 et seq.






 1 では、雇用債権（商 842 条 7 号、民 306 条 2 号）について、2では、責任制限債権（船











（new insurance law art 21_22/1.1.10/TN/hy 平成 22 年 1 月 1 日）、志津田一彦『論
点ビジネス・ロー』175 ～ 176 頁（青林書院、2013）なども参照。
⒆ その後、政府は、2016 年 10 月 18 日、運送や海商に関する規定を見直す商法改正案を
閣議決定した（http://mainichi.jp/articles/20161018/k00/00e/010/173000c など参照）。
